
ご あ い さ つ 

平素は、JA 八千代市に格別のご理解とご協力を賜

り、厚く御礼申し上げます。 
当 JA では、情報開示を通じて経営の透明性を

高めるとともに、皆様の一層のご理解を深めていた

だくために、主な事業の内容や組織概要、経営内

容などについて、利用者の皆様のために分かり易く

ディスクロージャー誌を作成いたしました。 

東日本大震災以来、毎年のように自然災害が発

生しておりますが、昨年はそれに加えて、新型コロ

ナウイルス感染拡大による、日本そして世界規模で

経済が大きく落ち込む結果となりました。

そのような中、当 JA では、2019 年度策定の「中期 3 か年経営計画」や 2018 年度策定

の「第 3 次農業振興計画」にもとづき、組合員や地域住民に必要とされる JA を日々目指し、

各事業に対し、役職員一丸となり計画の実現に取り組んでまいりました。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、当 JA にとっての主要行事をやむなく中

止し、店舗の営業時間を短縮するなど、組合員・利用者の皆さまにはご不便、ご迷惑をお

かけすることもありましたが、徹底した感染防止対策と店舗の営業継続に向け尽力いたし

ました。厳しい状況ではありますが、JA 八千代市は地域に根ざした協同組合として、組合

員・地域の暮らしを支えるため、その役割をしっかりと果たしてまいりますので、組合員・地

域の皆さまにおかれましては、一層のご支援ご鞭撻をいただくとともに、協同活動への積

極的な参画を賜りますようお願い申し上げます。 
結びに、皆さま方のご健勝とご多幸をお祈り申し上げ、挨拶といたします。  

令和 3 年 4 月  

八千代市農業協同組合 

代表理事組合長  藤 代 清 文



 

１．経営理念  

・JA 八千代市は、農業振興を通じて、「食」と「農」と「緑」を守り、かけがえのない自然を次世代に引き継ぎます。 
・JA 八千代市は、地域のみなさまとともに生き、地域のみなさまとの共感の中で、心ふれあう地域づくりに取

り組みます。 
・JA 八千代市は、高い倫理観と責任感を持ち、地域社会に貢献できる事業と組織づくりに取り組みます。 

２．経営方針  

◇ 「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」への取り組み

農業者の世代交代による担い手不足、農産物の消費・流通構造の急激な変化、高齢化・人口減少

による地域社会の疲弊等の厳しい環境変化のなか、基本目標を達成するため、今まで以上の創意

工夫により、積極的に新たな事業展開に取り組んで参ります。 
重点的な取り組みとして、担い手の支援・農産物販売強化・地域交流と地域貢献活動への更なる事

業展開に取り組みます。 

◇ 信頼に応える農産物の生産・販売

消費者の JA への信頼に応えていくため、JA と生産者の協力により、生産段階から加工・販売に

いたる一貫した食の安心・安全を守る取り組みを強化します。このため、生産履歴記帳運動を実践し、

生産部会と連携して JA 内に有効なチェック体制を構築します。 
また、地元消費者との結びつきを強めるため、農産物直売所の増設と充実に努めます。 

◇ 経営の健全性の確保と透明性の向上

不良債権の償却を進め経営の健全化を図るとともに、内部留保の充実等によって自己資本比率

の増強を図り安定的な財務基盤を築きます。また、新 BIS 規制に対応し、リスク管理体制の強化・向

上を図ります。あわせて、従来からのディスクロージャー誌による開示のほか、半期開示の自主的実

施やホームページでの開示など組合員や事業利用者向けの情報開示を充実させ、JA の透明性を

高めます。 

◇ 不祥事事件の発生を未然に防ぐコンプライアンス体制の強化

不祥事の未然防止に向け、毎年全ての部署・支店・事業所の監査を実施できるよう内部監査室の体

制を強化するとともに、自店検査の実施や研修等のコンプライアンスプログラムを充実して参ります。 

３．経営管理体制 

◇経営執行体制

当 JA は農業者により組織された協同組合であり、「総会」の決定事項を踏まえ、総会において選

出された理事により構成される「理事会」が業務執行を行っています。また、総会で選任された監事

が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

信用事業については専任担当の理事を置くとともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監

事及び員外監事を設置し、ガバナンスの強化を図っています。

1



 

 

 

 

４．事業の概況（令和 2 年度） 

 
新型コロナ感染症による想定外の景気の後退により、社会全体の経済活動の悪化が顕著と

なっています。しかしながら、当ＪＡでは直売事業を含めた販売事業、購買品供給高等、経済事

業全体で実績を伸ばしており、貯金・融資残高等、信用事業も微増ですが前年を上回る実績を

挙げております。しかし、農林中央金庫の運用益の減少や業態競争による融資利回りの低下、

その他運用益の減少等、内・外的要因から厳しい状況にあることは否めないところです。 
こうした中、当組合の財務状況については、必要な将来リスクを見極め自己資本の増強と不

良債権の処理に取り組んできたことから自己資本比率は 12.29％（前年度対比 0.02 ポイント

減）となり、不良債権比率は 3.56％(前年度対比 0.18％減)となっております。 
また、ALM 委員会の機能を強化しリスク管理態勢を強化するとともに、法令等を遵守する職

場風土の構築をめざしコンプライアンス委員会の開催など、役員が先頭に立ったコンプライアン

スプログラムに基づく実践に取り組んでまいりました。また、組合長に直属した内部監査室によ

る内部監査を実施してまいりました。 
この結果、収支面では事業利益が前年度対比 49,478 千円減（53.94%減）と、減益となった

ほか、経常利益は前年度対比 52,271 千円減（36.88%減）となり、当期剰余金は 37,380 千円

となりました。主な事業活動と成果については以下のとおりです。 
 

① 信用事業 
貯金につきましては、総貯金が前年対比 100.3％となり、貸出金は住宅ローンの伸張や各種

農業資金、事業性資金に取り組んだ結果、前年対比 101.7％、貯貸率は 49.5％となりました。 
 

② 共済事業 
複合渉外職員が中心となり、ひと・いえ・くるまの各分野で普及拡大を図りました。３Q 訪問を

通じて次世代・次々世代への接点強化を実施。また、はじまる活動により地域への保障拡充に

努めた結果、長期共済保有高は前年対比 93.8%、推進総合ポイント 307 万点を挙げ、指標目

標に対して 100.4%となり、目標達成となりました。 
 共済の新規契約高等については、以下のとおりです。 
 ＜新契約高等＞ 
  満期（終身）共済金額合計    1,188,208 千円 
  保障共済金額合計    13,957,128 千円 
  新規共済契約者数（長期共済及び自動車共済合計） 135 人 
  新規被共済者数 生命総合共済（年金共済を除く）  47 人 
              年金共済   35 人 
 共済の保有高等については、以下のとおりとなります。 
 ＜保有高等＞ 
  満期（終身）共済金額合計               27,322,347 千円（対前年比 95.0%） 
  保障共済金額合計                   138,302,803 千円（対前年比 98.6%） 
  医療系共済 入院共済金額合計               7,848 千円（対前年比 104.0%） 
  介護系共済 介護共済金額合計            1,000,844 千円（対前年比 93.1%） 
  生活障害共済 （一時金型）                    3,000 千円（対前年比 23.0%） 
  生活障害共済（定期年金型）                  21,100 千円（対前年比 112.8%） 

    特定重度疾病共済                        55,000 千円 
  年金共済 年金年額合計                 1,133,794 千円（対前年比 133.2%） 
  自動車共済 共済掛金合計                  81,452 千円（対前年比 97.5%） 
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  共済契約者数（長期共済及び自動車共済合計）     5,210 人 
  被共済者数 生命総合共済（年金共済を除く）      3,583 人 
           年金共済                       954 人 
 

③ 営農指導事業 
本年度は第 3 次農業振興計画 3 年目として、引き続き八千代市農業の持続的発展を目指

し、新規就農者や後継者に基幹作物の作付提案や営農指導に取り組み、やる気のある生産者

の支援と人参・ネギの生産維持に努めてまいりました。また、営農指導を着実に行うため、専門

知識を持った指導員の育成、資格取得にも積極的に取り組みました。 
 

④ 販売事業 
本年度は年初の乾燥で人参の生育にも影響が生じたため、収量が例年に比べ減収となりま

した。人参の総出荷数量についても目標の 90％にあたる 81 千ケースにとどまり、5 月上旬の

前進出荷が定着している反面、6 月中旬以降の出荷数が減少する結果となりましたが、1 ケー

スあたりの単価は前年の 1,222 円を上回る 1,412 円となりました。グリーンハウスでは、重量野

菜を中心に安値の中、イチゴや梨といった品目を重点に販売、インショップによる販売にも力を

入れてまいりました。消費者の巣ごもり需要もあったことで、販売品取扱高は前年対 106.9％、

599,209 千円となりました。 
 

⑤ 購買事業 
購買事業は年初からのコロナ禍によって業務が制限される中、事業推進を堅実に行った結

果、順調に実績を上げることができました。特に農機部門の取扱高は計画対比 155.4％となり、

取扱高全体では計画対比 112.0％、前年対比 108.3％となりました。 
 

⑥ 資産管理事業 
都市型農業地域における組合員からの多様な各種相談に応え、事業目標において賃貸住宅

等取扱実績が 111.2%となりましたが、仲介業務取扱件数の伸びはあったものの、取扱実績で

は 56.2 %となりました。 
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５．農業振興活動  

＜農産物の目合わせ、旬の時期に販売促進ＰＲ＞  
昨年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、例年のようなお祭りを開催することが叶

いませんでした。けれど、出来る限りの感染 予防 対策を行うことで様々な活動を行いました。例

えば査定会や中間選別会を行うことで、生産者同士農産物の状況を把握し、意欲向上や品

質向上に繋がりました。また、旬を迎えた農産物の販売促進を行うことで消費者へ地元農産

物のＰＲ を行いました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎年、各生産部会では査定会や中間選別 会で農産物の目合わせを行います。農産物の

仕上がりを部員同士確認し合い、足並みを揃えることで出荷に備えています。また、品評会や

共進会 (コンテスト)では関係者による審査で、出揃った農産物の中でより優れた物を表彰しま

す。これにより、生産者の意欲向上に繋がると共に品質向上に繋がります。さらに、旬の時期

には販売促進も行われます。昨年は農産物直売所でトウモロコシ他農産物の即売会や  

梨の PR 即売会を行いました。コロナ対策に気を配りながら、多くの消費者に旬の農産物をア

ピールすることができました。  

 
 
 
 
 
 

▲ JA 八千代市ネギ部会「秋冬ネギ査定会」   ▲ JA 八千代市ニンジン部会「中間選別会」  

▲八千代市梨業組合「梨 PR 即売会」     ▲グリーンハウス「トウモロコシ他農産物即売会」  
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＜【青年部】八千代市社会福祉協議会へ農産物贈呈＞  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
JA 八 千 代 市 青 年 部 は 昨 年 11 月 に 社 会 福 祉 法 人 八 千 代 市 社 会 福 祉 協 議 会 へ

旬 の 農 産 物 を 贈 呈 し ました 。 農 産 物 は 青 年 部 員 が 丹 精 込 め て作 った 米 や ダ イ コン 、

ハクサイ 、 梨 、ネ ギ な ど 約 2 0 品 目 を ト ラッ ク 2 台 がい っぱいに なる ほど 用 意 しま した 。

昨 年 は 各 種 イ ベ ント が中 止 に なった こ と と 消 費 者 が 感 染 予 防 のた め 外 出 す る 機 会 が

減 っ てい る こ とから 、 高 齢 者 施 設 等 で 生 活 す る 市 民 に 地 元 産 の 旬 の 農 産 物 を 味 わ

って 季 節 を 感 じて もら いた い とい う 思 いか ら 企 画 。 贈 呈 さ れた 農 産 物 は 同 協 議 会 を 通

し、 市 内 の 各 福 祉 施 設 や 子 供 食 堂 など で 提 供 され まし た 。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲トラックいっぱいの農産物を社会福祉法人八千代市社会福祉協議会へ贈呈。  

 農産物は同協議会を通し、市内の各福祉施設や子供食堂などで提供されました。  

▲農産物を早速受け取った高齢者施設や児童施設の関係者からは「わぁ、すごい！！」

「新鮮で美味しそう」と歓喜の声がたくさんあがっていました♪  
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地 域 密 着 型 金 融 へ の取 り 組 み  
 
（ 中 小 企 業 等 の 経 営 の 改 善 お よ び 地 域 の 活 性 化 の た め の 取 り 組 み の 状 況 を 含

む ）  
当 JA では、農業者等の経営支援を重点取り組み事項の一つとして位置づけ、農業メインバン

クの機能の強化を行っており、資金ニーズの把握に努めています。 
農業融資については、各関係機関や指導販売課・経済課･農機センターと連携を図り、経営改

善計画の分析を通じて、農業制度金融を活用し資金供給の取り組みを行っております。また、ア

グリマイティー資金、農機ハウスローン、農業近代化資金等の融資について、JA バンクアグリ・エ

コサポート基金を通じた利子助成を行っております。また、農業者への経営改善相談・支援等の

態勢として、農業者の農業技術・生産向上に向けた相談体制、各種農業関連資格、農業融資資

格の取得者増強に努めています。 
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６．地域貢献情報  
 
JA 八千代市は、八千代市を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が組合員となって、相

互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を共通の理念として運営される協同組織であり、地

域農業の活性化に資する地域金融機関です。 
当 JA の資金は、その大半が組合員の皆さまなどからお預かりした、大切な財産である「貯金」を源泉として

おります。当 JA では資金を必要とする組合員の皆さま方や、地方公共団体などにもご利用いただいており

ます。 
当 JA は、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、事業活動を展開し

ています。また、JA の総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の協同組合

として、農業や助け合いを通じた社会貢献に努めています。 
令和元年度の地域密着型金融の取り組み状況について取りまとめましたので、ご報告いたします。 

 
１ ．  地 域 からの資 金 調 達 の状 況  
（ １ ） 貯 金 ・ 定 期 積 金 残 高    6 0 , 8 2 5 , 5 0 4 千 円  
 
（ ２ ） 貯 金 商 品  

組 合 員 ・ 地 域 の皆 さまのニーズにお応 えするため、一 般 的 な貯 金 商 品 の他 、特 別 金 利 キャ

ンペーン定期貯金や公 的年金を当 JA でお受 け取りの方を対象とした特別金利定期貯金等を

ご利用いただいております。  
 
２ ．  地 域 への資 金 供 給 の状 況  
（ １ ） 貸 出 金 残 高  3 0 , 1 3 1 , 9 1 5 千 円  

組 合 員 等  2 7 , 5 8 3 , 7 4 5 千 円  
地 方 公 共 団 体 等  7 0 5 , 5 0 5 千 円  
そ の 他  7 0 4 , 6 6 4 千 円  

 
（２）制度融資取扱い状況  

株式会社日本政策金融公庫の農業融資や国の教育ローン、住宅 金融支援機構の取扱い

もしております。  
・農業近代化資金  
・ 農業改良資金  
・フラット 35 の取り次ぎ  など 

 
（３）融資商品  

組合員をはじめ、地域にお住まいの方々の暮らしや農業の発展、地域経済の向上に寄与

できるよう、様々な融資商品をご用意しております。  
・住宅ローン、無担保住宅借換ローン、リフォームローン 
・アグリマイティー資金、JA 農機ハウスローン 
・マイカーローン、教育ローン等の目的型ローン及びフリーローン ほか 
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３ ．  文 化 的 ・ 社 会 的 貢 献 に関 する事 項 （ 地 域 と の繋 がり ）  

（１）文化的・社会的貢献に関する事項 

●学校給食への地元農産物供給及び食育活動  
 

市内の生産者から集荷した地元の農産物を学校給食へ供給しています。  
また、生産者自らが小学校へ出向き、食べるまでにこの農産物が誰によってどのように育てられ

て運ばれているかなどを説明します。これにより、おいしい野菜を作ろうと努力している生産者の取

り組みや、食べ物を粗末にしてはいけないなどの食育活動を行政等と協力し行っています。         
 

●各種農業関連イベントや地域行事への参加及び協賛・後援  
 

市内農業・農産物の PR や、消費者と交流を図るため、市内外で開催されるさまざまなイベント

等に参加しています。生産者自らが自分で作った農産物の直売や、地場農産物を使った食べ物の

販売をしています。 
また、八千代市活性化への貢献という意味から市内で開催されるさまざまなイベントへの協賛、

後援などの形で支援を行っています。 
 

●地域貢献  

＜ オリンピックを目指す地元大学女子水球部を応援＞  

JA 八千代市は昨年 9 月、秀明大学の女子水球部へ八千代市産の新米「粒すけ」 60 ㎏と

「コシヒカリ」 120 ㎏、同 JA 人参部会オリジナル「やっち和風ドレッシング」 2 ケース(40 本 )を

贈呈しました。 

同大学女子水球部は日本代表選手を 6 名輩出する強豪チームで今年のオリンピック選手

輩出も期待されています。同 JA では地元八千代市で日々練習に励み、寮生活をしているア

スリートたちに地元農産物を味わってもらうことで今後の活力にし、オリンピックでの活躍に期

待を込めて贈呈しました。  

 

＜ 八千代市立大和田南小学校へ農産物贈呈＞  

JA 八千代市は昨年 11 月に八千代市立大和田南小学校へ地元産の新米「粒すけ」 90
㎏とサツマイモ 325 本を贈呈しました。 

JA は昨年の 7 月に県中央会が取り組んでいる「令和 2 年度学童農園推進事業」の一

環で、5 学年の児童に「お米が出来るまで」をテーマに出前授業を行ったことから、授業を受

けた児童たちに、より一層農業への理解を深めてもらうことを目的として、千葉県新品種の

「粒すけ」と JA 職員が育てた秋の味覚、サツマイモを贈呈しました。児童一人一人が農産

物を自宅に持ち帰って味わうことで、地元産の味を家族 と楽しんでもらいました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
▲農産物を受け取る学校関係者。児童と家族の

皆さんに地元産の味を楽しんでもらいました。  

▲秀明大学女子水球部員に農産物を贈呈す

る藤代組合長。  
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JAN 2（じゃんじゃん）  

●税務・法律・年金相談会及び税務確定申告のとりまとめ 
 

組合員・利用者へのサービスの一環として、毎週火曜日に顧問税理士による税務相談会や、毎

月、第 1・3 水曜日に弁護士による法律相談会を行っています。また、毎年 2 月頃の確定申告のと

りまとめ、年金相談会も行っています。 
 

●街頭交通遺児募金活動等のボランティア活動  
 

交通遺児の救済や交通安全思想の普及・啓蒙活動として、「JA 共済交通遺児育英資金募金運

動」に取り組んでいます。店舗窓口へ募金箱を設置し 1 か月間実施しました。お預かりした募金は、

JA 共済連千葉を通じて千葉県交通安全対策推進委員会へ贈り、交通遺児援護世帯を激励する

見舞金や勉学奨励金などに役立てられています。 
 
●人間ドック・定期健康診断等の開催  
 

毎年、当 JA 管内の組合員向けに健康診断を行っています。また、巡回人間ドックでは共済億友

会会員への助成など、健康診断受診促進に取り組んでいます。 
 
●低料金による会議室貸出  
 

農業関係をはじめとする団体の研修会等で、会議室を貸出しています。 
 

（２）利用者ネットワーク化への取り組み 

●年金友の会  
 

当 JA で公的年金の受取口座を指定していただいている方に年金友の会への加入促進を図

っています。年金友の会では、年 3 回のグラウンドゴルフ大会参加無料、親睦旅行優待、定期貯

金の金利上乗せなどの特典を付けています。 
 

（３）情報提供活動  

●機関誌の発行  
 

組合員・地域・JA をつなぐコミュニケーション 
ツールとして、組合員向け広報誌「グリーン」を 
年 4 回、地域コミュニティー紙「JAN2（じゃん 
じゃん）」を年 2 回発行しています。 

  

グリーン  
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７．リスク管理の状況 

  ●リスク管理体制  

〔リスク管理基本方針〕  
組合員・利用者の皆さまに安心して JA をご利用いただくためには、より健全性の高い経営を確

保し、信頼性を高めていくことが重要です。 
このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応すべく「リスク管理

基本方針」を策定し、認識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体

系を整備しています。 
また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定の実施などを通じ

てリスク管理体制の充実・強化に努めています。 
 

①  信用リスク管理 
信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）の価

値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当 JA は、個別の重要案件

又は大口案件については理事会において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引

については、本店に総務部審査課を設置し各支店と連携を図りながら、与信審査を行っていま

す。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、

担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資

産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権につ

いては管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査

定の結果、貸倒引当金については「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及

び財務の健全化に努めています。 
 
②  市場リスク管理 

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債

(オフ･バランスを含む。)の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変

動し損失を被るリスクのことです。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、

金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で金

利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、

有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。 
当 JA では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることに

より、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化と

のバランスを重視した ALM を基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の

変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。 
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当 JA

の保有有価証券ポートフォリオの状況や ALM などを考慮し、理事会において運用方針を定め

るとともに、経営層で構成する ALM 委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思

決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用方針及び ALM 委員会で決定された

方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引に

ついてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測

定を行い経営層に報告しています。 
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③  流動性リスク管理 
流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保

が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を

被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができないため、通常

よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リス

ク）のことです。 
当 JA では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定

的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行ううえ

での重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針な

どの策定の際に検討を行っています。 
 

④  オペレーショナル・リスク管理 
オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であ

ること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。 当 JA では、収益発生を意図し

能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動

的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業務運営の過程において、損失

を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどについて、事務手続にかかる各

種規程を理事会で定め、その有効性について内部監査や監事監査の対象とするとともに、事

故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握して理事会に報告する体制を整備して、リ

スク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映できるよう努めています。 
 
⑤  事務リスク管理 

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより金融

機関が損失を被るリスクのことです。当 JA では、業務の多様化や事務量の増加に対応して、

正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとともに、自主検査・自店検査を実施し

事務リスクの削減に努めています。また、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握

し改善を図るとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施しています。 
 
⑥  システムリスク管理 

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に伴い金

融機関が損失を被るリスク、さらにコンピューターが不正に使用されることにより金融機関が損

失を被るリスクのことです。当 JA では、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円

滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等に備え、「システムリスク管理マニ

ュアル」を策定しています。 
 

＊ALM 委員会：組合長、専務理事、常務理事、参事、監査室長、総務部長、金融部長、総務

課長、企画管理課長等で構成する。組合長・担当理事が招集し、原則四半期に一回開催す

る。（必要に応じて随時開催） 
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●法令遵守体制                                                      

〔コンプライアンス基本方針〕 
利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批

判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経営

を行うことがますます重要になっています。 
このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹

底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、コンプラ

イアンスを重視した経営に取り組みます。 
〔コンプライアンス運営態勢〕 

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、コンプライアンス委員会を設置する

とともに、コンプライアンスの推進を行うため、本店各部門・各支店にコンプライアンス責任者を設

置しています。 
基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、研修

会を行い全役職員に徹底しています。 
毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるとともに、統括部署を設

置し、その進捗管理を行っています。 
また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相談等の

専門窓口を設置しています。 

  《コンプライアンス態勢イメージ》  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

理事会  監事  

常勤理事  

コンプライアンス委員会  

統括部署（企画管理課）  

（コンプライアンス責任者）  

信用業務部署  

（コンプライアンス責任者・担当者）  

支   店  

（コンプライアンス責任者・担当者）  

内

部

監

査

室 

承認  

報告  

情報交換  

承認  
報告  

協議・検討・報告  

内部監査  

結果報告  

報
告
・
連
絡
・
相
談 

報告・連絡・相談  

報告・連絡・相談  
内部監査  

内部監査  

自主検査  

自主検査  

提示報告  

提示報告  

監査  

監査  

12



 

 

 

 

●金融 ADR 制度への対応  

 
① 苦情処理措置の内容 

当 JA では、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホームページ・

チラシ等で公表するとともに、JA バンク相談所や JA 共済連とも連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦

情等の解決を図ります。 
当 JA の苦情等受付窓口（月～金 8 時 30 分～17 時 金融機関の休業日を除く） 
 金融課（電話：047－459－8124） 
 共済課（電話：047－459－8120） 
 

② 紛争解決措置の内容 
 当 JA では、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。 
 
・信用事業 

東京弁護士会紛争解決センター （電話：03－3581－0031） 
第一東京弁護士会仲裁センター （電話：03－3595－8588） 
第二東京弁護士会仲裁センター （電話：03－3581－2249） 
①の窓口または一般社団法人 JA バンク相談所（電話：03－6837－1359）にお申し出ください。なお、東京

弁護士会・第一東京弁護士会・第二東京弁護士会については、各弁護士会に直接紛争解決をお申し立てい

ただくことも可能です。 
 
・共済事業 
 (一社)日本共済協会 共済相談所 （電話：03－5368－5757） 
     https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html 
 (一財)自賠責保険・共済紛争処理機構 
     http://www.jibai-adr.or.jp/ 
 (公財)日弁連交通事故相談センター 
     http://www.n-tacc.or.jp/ 
 (公財)交通事故紛争処理センター 
     http://www.jcstad.or.jp/ 
 日本弁護士連合会 弁護士保険 ADR 
     https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html 

各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましたは、上記ホームページをご覧いただくか、①の窓口にお

問い合わせ下さい。 
 

●内部監査体制 

当 JA では、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各部門の業

務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて

業務運営の適切性の維持・改善に努めています。 
また、内部監査は、JA の本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査計画に基づき実施し

ています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被監査

部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告す

ることとしていますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速や

かに適切な措置を講じています。 
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８．自己資本の状況 

 
◇自己資本比率の状況 

当 JA では、多 様化 するリスクに対 応するとともに、組 合員 や利 用者 のニーズに応えるた

め、財務基盤の強化を経営の重要課題 として取り組んでいます。内 部留保に努めるとともに、

不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、令和 2 年 12 月末 における自己資

本比率は、12.29％となりました。 
 
◇経営の健全性の確保と自己資本の充実 

当 JA の自己資本は、組合員の出資金によっています。  
 

○ 普通出資による資本調達額   
項  目  内  容  

発行主体  八千代市農業協同組合  
資本調達手段の種類  普通出資  
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎

項目に算入した額  737 百万円（前年度 752 百万円）  

 
当 JA は、「自己資本比率算出要領」を制定し、適切なプロセスにより正確な自己資本比

率を算出して、当 JA が抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリス

クに対 応 した十 分 な自 己 資 本 の維 持 を図 るとともに、内 部 留 保 の積 み増 しにより自 己 資 本

の充実に努めています。  
また、平成 19 年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスクなどの各種リスク

を個別の方法で質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え、自己資本と比較・対照し、

自己資本充実 度を評価することにより、経営 の健全性維持・強化を図っております。 
 

2 年度末の出資金額は、対前年度比 14 百万円減の 737 百万円となっています。 
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９．主な事業の内容  

（１）主な事業の内容  

□営農・生活・相談事業  

当JAでは、誰でも気軽に利用できるサービスを事業の一環として行っています。 
組合員の営農・生活指導はもとより、法律・税務相談や土地の有効利用等の資産管理相談、健康相談等の総合機能

により、暮らしの全般にわたってサポートしています。 
 

□経済事業  

経済事業は、農家から消費者へ新鮮な農産物を安い価格で届ける「販売事業」と、生活に必要な物資を組織的に

まとめて購入する「購買事業」の二つから成り立っており、消費者に幅広く優良商品を提供しています。 
また、同様に農家に対して農業生産に必要な資材を提供しています。 
農産物直売所「グリーンハウス」では、地場産の新鮮な野菜等を地域住民へ提供しています。本店の他に勝田台

店舗のグリーンハウスも好評です。 
 

□共済事業  

JA 共済は、JA が行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆様の生命・傷害・家屋・財産を相

互扶助によりトータルに保障しています。事業実施当初から生命保障と損害保障の両方を実施しており、個人の日

常生活のうえで必要とされるさまざまな保障・ニーズにお応えできます。 
JA 共済では、生命・建物・自動車などの各種共済による生活総合保障を展開しています。 
 
◇JA 共済の仕組み 

JA 共済は、平成17 年4 月1 日から、JA と JA 共済連が共同で共済契約をお引き受けしています。JA とJA 
共済連がそれぞれの役割を担い、組合員・利用者の皆さまに密着した生活総合保障活動を行っています。 

 

 

 

 

            共 済 契 約  

 

     Ｊ      Ａ ： Ｊ Ａ 共 済 の窓 口 です。  

          Ｊ Ａ 共 済 連 ： Ｊ Ａ 共 済 事 業 の企 画 ・ 開 発 ・ 資 産 運 用 業 務 や支 払 共 済 にかかる  

準 備 金 の積 み立 てなどを行 っています。  

 

□宅地等供給事業  

組合員の委託により、組合員の所有する農地の売買、貸借の仲介、斡旋及び農地への施設の建設等を行ってい

ます。 
 

□葬祭事業  

組合員及び地域住民に対し、葬儀や法事等の仏事を安心して執り行えるように、相談やプラン設計、施行までを行っていま

す。 
 

組 合 員 ・ 利 用 者

の皆 さま 

Ｊ Ａ  

＋  

Ｊ Ａ 共 済 連  
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□信用事業  

信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務を行っています。この信用事業は、JA・信連・農林中金とい

う3 段階の組織が有機的に結びつき、「JA バンク」として大きな力を発揮しています。 

■貯金業務  

組合員はもちろん、地域住民のみなさまや事業主のみなさまからの貯金をお預かりしています。 
普通貯金、当座貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的、期間、金額にあわせて

ご利用いただいています。 
  また、公共料金、県税、市税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与振込等もご利用いただけます。 

■貸出業務  

組合員への貸出をはじめ、地域住民のみなさまの暮らしや、農業者・事業者のみなさまの事業に必要な資金

を貸出しています。また、地方公共団体などへも貸出し、地域経済の質的向上・発展に貢献しています。さらに、住宅

金融支援機構、日本政策金融公庫等の融資の申し込みのお取り次ぎもしています。 

■為替業務  

全国の JA・県信連・農林中金の店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で結び、当 JA
の窓口を通して全国のどこの金融機関へでも送金や手形・小切手等の取立てが安全・確実・迅速にできる内国為

替をお取り扱いしています。 

■サービス・その他  

当 JA では、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受け取り、各種自動支払いや事業主のみ

なさまのための給与振込サービス、口座振替サービスなどをお取り扱いしています。 
また、国債（新窓販国債、個人向け国債）の窓口販売の取り扱い、貸金庫のご利用、全国の JA での貯金の出し

入れや銀行、信用金庫、コンビニなどでも現金引き出しのできるキャッシュサービスなど、いろいろなサービス

に努めています。 
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貯  金 
種  類 期  間 特  徴 

総 合 口 座 定めなし 「受け取る、支払う、貯める、借りる」が1つの口座で全てOK。 

普 通 貯 金 定めなし 
公共料金等の自動支払および給与・年金・配当金・公社債元利金等の

自動受取が可能。 
スーパー貯蓄貯金 定めなし 普通貯金同様な気軽さで有利に増やせ、額に応じて金利シフト 

期日指定定期 
最長3年据置 
1年 

一年経過後1ヶ月前までに好きな満期日を指定 
 

スーパー定期 
1ヵ月以上 
5年以下 

期間1ヵ月から5年までビジョンに合わせて大きく確実にふやす定期貯

金。 

大口定期貯金 
1ヵ月以上 
5年以下 

1,000万円以上 

変動金利定期 1年・2年･3年 6ヵ月ごとに、金利情勢に応じて途中で金利が変動します。 

定 期 積 金 
6ヵ月以上 
10年以下 

目標額に合わせて、毎月の預け入れ指定日に積み立てる貯金。積み

立て期間は自由に選べます。 

当 座 貯 金 定めなし 
手形や小切手でお支払いできる貯金です。お取引上のお支払いや代

金回収に最適。 

納税準備貯金 入金は自由 
税金納付の為の貯金でお引き出しは原則として納税時のみで、引き

出しは非課税。 

通 知 貯 金 据置7日 
7日以上の短期運用に最適です。預け入れ金額は5万円以上でお引き

だしは2日前までに連絡要。 

決済用貯金 定めなし 
無利息、要求払い、決済ｻｰﾋﾞｽ、貯金保険制度により全額保護されま

す。 
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【手数料一覧表】

≪振込・送金手数料≫

※　定時定額振替手数料は、「窓口ご利用」の場合の「電信扱」と同額とします。

※　現金、または千葉県内のＪＡ以外のキャッシュカードによるお振込はできません。

≪自動化機器取扱手数料①≫

支払

受入

支払

受入

支払

支払

支払

受入

≪自動化機器取扱手数料②≫

支払

受入

支払

受入

支払

受入

※　当ＪＡのＡＴＭ稼動時間外は、お取引できません。

※　コンビニエンスストア（ファミリーマート、ローソン等）の一部の店舗においては、ATMが設置されていない場合、

　　 金融機関が直接ATMを設置している場合、他ATM運営会社のATMが設置されている場合等がございます。

（令和3年4月1日現在）

110円

110円

110円

110円

無料

無料

無料

無料

110円

110円

110円

110円

無料

無料

無料

無料

110円

110円

110円

ｲｰﾈｯﾄATM

ﾛｰｿﾝATM

110円

110円

110円

110円

無料

無料

利用手数料 1,100円

8時45分以
降18時まで

18 時 以 降

21時まで

平　　　　　　日

無料 110円 110円 220円

220円

110円110円

110円

顧　　　客　　　手　　　数　　　料

110円110円 110円

8時以降 8
時45分まで

110円
郵貯提携

110円

110円 110円

無料 無料 無料 無料 無料 無料

無料

無料 無料

無料 無料

無料 無料 無料 無料 無料 無料

無料無料無料 無料 無料 無料

土　曜　日

14時まで 14時以降

日 曜 日
祝 日

12月31日

顧　　　客　　　手　　　数　　　料

18時以降

平　　　　　　日

8時45分ま

で

110円

220円 220円

無料 無料

220円

440円 440円 440円 660円 660円

無料 220円 220円 440円

110円 110円

110円 無料 110円

無料 無料 無料

無料無料

440円

無料 無料 220円 220円 440円

－ － 220円 220円

440円 660円

無料 無料 220円 220円 550円

県外系統宛 他金融機関宛

無料 無料 440円 440円 770円

自店舗宛 他店舗宛

当　　　組　　　合
県内系統宛

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

－ － 440円

無料 無料

種別 利　　　用　　　区　　　分

３万円未満

３万円以上
電信扱い

振 込
手 数

料

ネ ッ ト バ ン ク

ア ン サ ー サ ー ビ ス

３万円以上

文書扱い

窓　口

ＡＴＭ
ｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ

扱い

無料 110円

9時以降
18時まで

３万円未満

110円 110円

9時以降17
時まで

無料 110円 110円

14 時 以 降

17時まで

日　曜　日

祝　 　　日
9時以降14
時まで

土　曜　日

自　農　協　内

県内ネット
無料

三菱UFJ銀行
提携

無料

無料

全国ネット

農漁協ネット

無料 無料

110円

セブン銀行

送　金　手　数　料 普　通　扱

業態間提携 220円 110円 220円

無料 110円110円

110円

無料 無料

支払 110円 110円 110円 110円
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≪手形・小切手帳等代金≫ ≪発行・再発行手数料≫

≪両替手数料≫ ※　一体型から単体型への分離は、再発行扱とします。但し、更新時等に

　　おける審査上の理由等、お客様都合以外のカードの切替は無料です。

≪貸金庫手数料≫

※持参した枚数と持帰る枚数のいずれか多い枚数を適用します。 その他手数料

※現金での貯金払出の際に金種を指定した場合にも適用します。

≪代金取立手数料≫

紙幣・硬貨
の枚数

22円為 替 手 形

3,300円

当 座 小 切 手

約 束 手 形

1,100円

990円1冊（25枚）

550円1枚

当 組 合 本 支 店 宛

1冊（50枚）

マ ル 専 手 形

他 金 融 機 関 宛 （ 至 急 ） 880円

他 金 融 機 関 宛 （ 普 通 ）

1枚

取扱手数料1契約 無料 1,100円Ｊ Ａ カ ー ド 一 体 型

無料

Ｉ Ｃ キ ャ ッ シ ュ カ ー ド 無料 1,100円
更新発行時再発行手数料（H.22.1.4か
ら無料）

発行 再発行 備考

550円無料

550円

磁気キャ ッ シュカ ード

各種証明書・取引履歴明
細 1 口 座 に つ き

660円

440円

年 間 使 用 料

各 種 通 帳

手形・小切手至急の場合は324円加算します。

無料

110円

－ 随時発行分

220円 － 継続発行分

220円

220円

330円

　　　　　　１枚～１００枚

　　　　１０１枚～３００枚

　　　　３０１枚～５００枚

　　　　５０１枚～1000枚 6,600円

送 金 ・ 振 込 の 組 戻 料 880円

国債窓販口座管理手数料 無料

不 渡 手 形 返 却 料 880円

取 立 手 形 組 戻 料 880円

1001枚～1000枚ごとに 330円加算
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融  資 
種 類 期 間 融資金額 特 徴 

農業

資金 

一般 
資金使途により 

1年～20年以内 
担保価額範囲内 

農業経営に必要な資金をご融資 

※基金協会保証融資のｱｸﾞﾘﾏｲﾃｨｰ資金

は、1,800万円以上は有担保 
基金協会保証 

資金使途により 

6ヶ月～15年以内 

ｱｸﾞﾘﾏｲﾃｨｰ資金 

事業費の100％まで 
農機ハウスローン 

1,800万円以内 

制度資金 
資金使途により 

1年以上20年以内 
政令等の定めによる 

住宅

資金 

一般
 建物の構造により 

1年～35年以内 
担保価額範囲内 

 

個人住宅用地購入、住宅新築マンション

購入、中古住宅・中古マンション購入、他

行住宅ローンの借換資金 
無担保住宅借換、リフォームローン 

基金協会保証 建物の構造・資金使

途により 

6ヶ月以上40年以内 

10万円以上 

10,000万円以内 

民間保証
 10万円以上 

10,000万円以内 

賃貸

住宅

資金 

一般
 建物の構造により 

1年以上35年以内 
担保価額範囲内 

賃貸住宅の取得、新築改築、他行賃貸

住宅資金の借換資金 
基金協会保証 

建物の構造により 

1年以上30年以内 
10億円未満 

事業資金一般 
資金使途により 

1年以上～35年以内 
担保価額範囲内 事業に必要な運転・設備資金 

生活

関連

資金 

一般 
資金使途により 

1年～20年以内 
担保価額範囲内 

マイカー購入、教育資金、家具購入、納

税資金等 
基金協会保証

 

資金使途により 

6ヶ月～13.5年以内 
500万円以内 

民間保証 
資金使途により 

6ヶ月以上15年以内 

500万円以内又は 

1,000万円以内 

マイカー購入、教育資金、家具購入、納

税資金等 

カードローン － 50万、100万～300万円 

貯金担保
 手形式1年以内 

証書式10年以内 
担保価額範囲内 

当JA定期貯金・定期積金を担保にご融

資 

共済担保
 

手形式1年以内 積立金貸付可能額 
当JA共済契約の積立金貸付可能額を担

保にご融資 
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（２）系統セーフティネット（貯金者保護の取り組み） 
 

当JA の貯金は、JA バンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である「貯金保険制度（農水産

業協同組合貯金保険制度）」との 2 重のセーフティネットで守られています。 
 
◇「JA バンクシステム」の仕組み 

組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強化法（農林中央金庫及び特定農

水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）」に則り、JA バンク会員（JA・信連・農林中金）総意

のもと「JA バンク基本方針」に基づき、JA・信連・農林中金が一体的に取り組む仕組みを「JA バンクシステム」といい

ます。 
「JA バンクシステム」は JA バンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、スケールメリットときめ細かい

顧客接点を生かした金融サービスの提供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」の 2 つの柱で成り立っています。 
 
◇「破綻未然防止システム」の機能 

「破綻未然防止システム」は、JA バンクの健全性を確保し、JA 等の経営破綻を未然に防止するための JA バンク

独自の制度です。具体的には、（1）個々の JA 等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期

に発見、（2）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、（3）全国の JA バンクが拠出した「JA バンク支

援基金※」等を活用し、個々の JA の経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。 
※2019 年3 月末における残高は、1,706 億円となっています。 

 
◇「一体的な事業推進」の実施 

良質で高度な金融サービスを提供するため、JA バンクとして商品開発力・提案力の強化、共同運営システムの利

用、全国統一の JA バンクブランドの確立等の一体的な事業運営の取り組みをしています。 
 
◇貯金保険制度 

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、貯金者を保護し、ま

た資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金

などが加入する「預金保険制度」と同様な制度です。 
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